
墨田区監査委員公告第  ４  号  

 

 令和５年度定期監査（第１回）の結果に基づき講じた措

置について、墨田区長及び墨田区教育委員会教育長からそ

れぞれ別紙のとおり通知があったので、地方自治法（昭和

２２年法律第６７号）第１９９条第１４項の規定により公

表する。  

 

 

                令和５年１０月２３日  

 

 

 

         墨田区監査委員  浜 田 将 彰  

同        井 尾 仁 志  

         同        大清水 善 信  

         同        加 納   進  



令和５年度定期監査（第１回）の結果報告に基づき講じた措置内容等 

墨 田 区 長 

指摘事項について 

監 査 結 果 の 内 容 措 置 内 容 

（１）指摘事項 

ア 物品の購入及び事業実施に係る起案文書がないものが 

あった。（すみだ障害者就労支援総合センター、すみだ清

掃事務所） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
イ 墨田区事案決定規程に定める部長が専決を行うものを、

館長の専決としているものがあった。（子育て支援総合セ

ンター） 

（１）指摘事項 

ア 指摘を受けた事案については、最初の年度の実施起案 

で決定したことにより、継続する契約期間の各年度の実施

起案は不要と判断してしまった。また、確認ができなかっ

た事業実施の決定については、後日追認する起案処理を 

行った。 

今後は、事業の実施にあたり、長期継続契約の各年度 

において実施起案文書を作成し、決定を受けることを確実

に行う。また、各職員に対して本事例の周知を行い、起案

に対する自覚を促していく。さらに、起案文書について

は、担当係長（主査）による内容確認及び文書取扱主任に

よる審査を徹底し管理していく。 

 
イ 指摘のあったとおり、部長の専決事項であったことを 

確認した。今後は、新たに「事案決定規程確認チェックリ

スト」を作成して、起案を回議する際に書面で回付し、決

定権者の確認をすることにより再発防止に努める。 

 



令和５年度定期監査（第１回）の結果報告に基づき講じた措置内容等 

 墨 田 区 長  

監査委員意見について 

監 査 結 果 の 内 容 措 置 内 容 

（１）適切な事務処理について 

   事案決定に係る起案文書の未作成や決定権者の誤りにつ

いては、今回４事業所において指摘事項となる事案が確認

された。これは、過去の監査結果でも述べているように、

一人一人の職員が事務の基本的ルールを常に意識し、その

事務がどのような法令・規程等に基づき行われる行為であ

るかを認識しているべきであるにもかかわらず、一部の職

員の意識が薄いことが発生の原因と考えられる。組織的な

チェック体制の構築も、個々の職員の努力の継続によって

こそ、その成果が得られるものであることから、なお一層

の取組を期待する。 

   一方、昨年度指摘した職員の特殊勤務手当の誤支給事案

は、見当たらなかった。全庁的な申請事務等の適正化の取

組や各所属における確認体制の整備の努力が結実したもの

といえる。また、職員の休暇・旅行命令等の誤申請事案に

ついても、確認された件数は減っており、全庁的な取組の

成果が表れてきたものと思われる。これからも気を緩める

ことなく、努力を続けられることを望む。 

   区長の強力なリーダーシップの下、全庁的に内部統制の

運用に力を入れていることは承知しており、その取組が少

しずつ効果を発揮しているところは評価するものである。

（１）適切な事務処理について 

   事案決定に係る起案文書の未作成については、長期継続

契約の各年度の実施起案文書の未作成であったこと、実施

決定の起案文書に記載するべき事項が欠けていたことによ

り、本来あるべき事業決定の起案文書ではないと指摘を受

けたものである。今後は、職員に対して研修等への参加を

促し理解の向上を図るとともに、起案文書を係長（主

査）、文書取扱主任及び所長による審査を徹底し、起案漏

れ防止のため事業執行全体の中で管理していく。 

   また、起案文書の決定権者の誤りについては、引き続

き、各職員には事案決定規程や処務規程の確認を徹底し、

組織としては内部統制に基づき適切なリスク対応策を講じ

るため、新たに作成した「事案決定規程確認チェックリス

ト」を使用して再発防止に努める。 

   さらに、特殊勤務手当の支給については、令和２年度の

定期監査における指摘をふまえ、出勤簿や欠勤届等の事務

担当者と係長（主査）の二重チェック体制とし、引き続き

再発防止に取り組む。 

   職員の休暇・旅行命令等の誤申請事案については、職務

免除申請、旅行命令等の給与・服務関係事務の手続に関し

て、あらためて職員に再周知し、再発防止の徹底を図る。 



しかし、今回の監査全体を通じて、依然として不適正な事

案が散見される状況にあることから、全ての職員が十分な

公務の意識を持って職務に精励しているとは言い難い側面

もある。今後とも、職員一人一人への意識付けと組織的な

チェック体制の向上を更に進められたい。 

 

（２）施設等の安全管理について 

   多くの事業所及び学校では、避難経路の確保や消火器等

の設置場所の整理整頓が適正に行われており、昨年度の監

査から一定の改善を見ることができた。また、学校におけ

る毒物及び劇物の管理についても、適正に行われているこ

とが確認された。 

   しかしながら、一部の学校において、消火器の前に障害

物が置かれていたため、万一の際に速やかに使用できない

可能性のある状態にあったことは、安全意識が希薄である

といえる。学校は、子どもたちの教育の場であるととも

に、災害発生時等において避難所として区民の安全・安心

の礎となる施設である。そうした施設を管理することは、

非常に重い責任を伴うものであることを再認識した上で、

職員の慢心や不注意によりその安全が損なわれることがな

いように、日ごろから施設等の安全確保に十分な注意を払

うよう申し添える。 

 

 

 

 

   全庁的に運用している内部統制制度については、引き続

き職員向けの制度説明会を開催し、制度の趣旨や職員の意

識啓発を行い、組織的な内部統制の推進を図っていく。 

 
 

 

（２）施設等の安全管理について 

   事業所の避難経路の確保、消火器等の設置場所の整理整

頓については、引き続き十分な注意を払い、適切な点検、

運営管理を実施していく。 

 

 



令和５年度定期監査（第１回）の結果報告に基づき講じた措置内容等 

墨田区教育委員会教育長 

指摘事項について 

監 査 結 果 の 内 容 措 置 内 容 

（１）指摘事項 

ア 物品の購入及び事業実施に係る起案文書がないものがあっ

た。（ひきふね図書館） 

 

ア 年度当初に想定していなかった物品を購入する場合は、適

切な処理を行うよう、改めて職員に周知及び指導した。また、

財務処理時には、購入起案及び予算書を再度確認している。 

 



令和５年度定期監査（第１回）の結果報告に基づき講じた措置内容等 

墨田区教育委員会教育長 

監査委員意見について 

監 査 結 果 の 内 容 措 置 内 容 

（１） 適切な事務処理について 

事案決定に係る起案文書の未作成や決定権者の誤りについ

ては、今回４事業所において指摘事項となる事案が確認され

た。これは、過去の監査結果でも述べているように、一人一人

の職員が事務の基本的ルールを常に意識し、その事務がどのよ

うな法令・規程等に基づき行われる行為であるかを認識してい

るべきであるにもかかわらず、一部の職員の意識が薄いことが

発生の原因と考えられる。組織的なチェック体制の構築も、

個々の職員の努力の継続によってこそ、その成果が得られるも

のであることから、なお一層の取組を期待する。 

   一方、昨年度指摘した職員の特殊勤務手当の誤支給事案は、

見当たらなかった。全庁的な申請事務等の適正化の取組や各所

属における確認体制の整備の努力が結実したものといえる。ま

た、職員の休暇・旅行命令等の誤申請事案についても、確認さ

れた件数は減っており、全庁的な取組の成果が表れてきたもの

と思われる。これからも気を緩めることなく、努力を続けられ

ることを望む。 

   区長の強力なリーダーシップの下、全庁的に内部統制の運用

に力を入れていることは承知しており、その取組が少しずつ効

果を発揮しているところは評価するものである。しかし、今回

の監査全体を通じて、依然として不適正な事案が散見される状

（１）適切な事務処理について 

   今回指摘を受けた、事案の決定手続きが確認できないものが

あった件については、正しい手順に沿った事務手続きを怠った

ことが原因として挙げられる。また、現金出納簿等の記帳漏れ

や記帳誤りについても、チェック体制の強化及び、日々の業務

における職員一人ひとりの意識向上に努めているところでは

あるが、依然としてミスが散見されている。 

   今回の結果等については、改めて教育委員会事務局の全職員

に周知するとともに、内部統制による組織的なチェック体制の

更なる向上についても、管理監督者による適切な指導を行って

いく。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



況にあることから、全ての職員が十分な公務の意識を持って職

務に精励しているとは言い難い側面もある。今後とも、職員一

人一人への意識付けと組織的なチェック体制の向上を更に進

められたい。 

  

（２）施設等の安全管理について 

   多くの事業所及び学校では、避難経路の確保や消火器等の設

置場所の整理整頓が適正に行われており、昨年度の監査から一

定の改善を見ることができた。また、学校における毒物及び劇

物の管理についても、適正に行われていることが確認された。 

しかしながら、一部の学校において、消火器の前に障害物が

置かれていたため、万一の際に速やかに使用できない可能性の

ある状態にあったことは、安全意識が希薄であるといえる。学

校は、子どもたちの教育の場であるとともに、災害発生時等に

おいて避難所として区民の安全・安心の礎となる施設である。

そうした施設を管理することは、非常に重い責任を伴うもので

あることを再認識した上で、職員の慢心や不注意によりその安

全が損なわれることがないように、日ごろから施設等の安全確

保に十分な注意を払うよう申し添える。 

 

 

 

 

 

 

（２）施設等の安全管理について 

施設の安全管理については、消火器の前に障害物が置かれて

いる学校が複数あった。学校は、災害時等に避難所となる施設

でもあり、今回の結果を重く受け止めている。校長会・副校長

会・事務職員会等において、その責任について再認識を促すと

ともに、職員の慢心や不注意によりその安全が損なわれること

のないよう、施設等の安全確保には、最大限の注意を払うよう

指導を徹底していく。 

 

 


